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参考資料３



CO2フリーエネルギー供給拠点の形成／原⼦⼒関連研究開発・⼈材育成拠点の形成に向けて

（経済産業省）
• 原⼦⼒産業基盤強化事業（令和5年度予算額︓13億円）
• 原⼦⼒の安全性向上に資する技術開発事業（令和5年度予算額︓25億円）
• 社会的要請に応える⾰新的な原⼦⼒技術開発⽀援事業（令和5年度予算額︓12億円）
• ⾼速炉実証炉開発事業（令和5年度予算額︓76億円）
• ⾼温ガス炉実証炉開発事業（令和5年度予算額︓48億円）

（⽂部科学省）
• 原⼦⼒分野の研究開発及び⼈材育成基盤の維持・強化（令和5年度予算額︓11億円）

エネルギー環境教育拠点の形成に向けて
（経済産業省）
• エネルギー構造⾼度化・転換理解促進事業費補助⾦（令和5年度予算額︓72億円）
• 原⼦⼒に関する国⺠理解促進のための広聴・広報事業（令和5年度予算額︓6億円）

①ゼロカーボンを牽引する地域
 「ゼロカーボンを牽引する地域」に向け、地域企業等の関係者の協⼒を得て積極的に事業を推進。
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廃炉／リサイクルビジネスの産業・⼈材拠点の形成に向けて
（経済産業省）
• 低レベル放射性廃棄物の処分に関する技術開発委託費（令和5年度予算額︓2.2億円）
• 原⼦⼒産業基盤強化事業（令和5年度予算額︓13億円）

⽔素・アンモニア供給拠点の形成に向けて
（経済産業省）
• エネルギー構造⾼度化・転換理解促進事業費補助⾦（令和5年度予算額︓72億円）
• クリーンエネルギー⾃動⾞の普及促進に向けた充電・充てんインフラ等導⼊促進補助⾦

（令和5年度予算額︓100億円）

CO2フリー電源を活⽤する産業・施設の拠点の形成に向けて
（経済産業省）
• エネルギー構造⾼度化・転換理解促進事業費補助⾦（令和5年度予算額︓72億円）
• データセンターの地⽅拠点整備（令和5年度予算額︓0.5億円、

別途、令和5年度以降4年間で総額455億円の国庫債務負担⾏為）

①ゼロカーボンを牽引する地域
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 「スマートで⾃然と共⽣する持続可能な地域」に向け、地域の取組を重点的に⽀援。

②スマートで⾃然と共⽣する持続可能な地域

ゼロカーボン・スマートエリアの形成／交通モビリティ先進地域の形成に向けて／
⾼度遠隔医療等デジタル活⽤の先進地域の形成に向けて
（経済産業省）
• エネルギー構造⾼度化・転換理解促進事業費補助⾦（令和5年度予算額︓72億円）
• クリーンエネルギー⾃動⾞の普及促進に向けた充電・充てんインフラ等導⼊促進補助⾦

（令和5年度予算額︓100億円）
• クリーンエネルギー⾃動⾞導⼊促進補助⾦（令和5年度予算額︓200億円）
• 地域未来DX投資促進事業（令和5年度予算額︓15億円）

（経済産業省、国⼟交通省、環境省）
• 商⽤⾞の電動化促進事業（令和5年度予算額︓136億円）

（内閣官房）
• デジタル⽥園都市国家構想交付⾦（令和5年度予算額︓1,000億円）
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②スマートで⾃然と共⽣する持続可能な地域

スマート農林⽔産業の拠点形成に向けて
（経済産業省）
• エネルギー構造⾼度化・転換理解促進事業費補助⾦（令和5年度予算額︓72億円）
• 原⼦⼒発電施設等⽴地地域基盤整備⽀援事業（令和5年度予算額︓101億円）

（農林⽔産省）
• みどりの⾷料システム戦略推進総合対策（令和5年度予算額︓7億円）

リゾート観光・交流の拠点／サテライトオフィス・ワーケーション拠点の形成等に向けて
（経済産業省）
• 原⼦⼒発電施設等⽴地地域基盤整備⽀援事業（令和5年度予算額︓101億円）

（観光庁）
• 広域周遊観光促進のための観光地域⽀援事業（令和5年度予算額︓7.6億円）
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事業⽬的

事業概要

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象⾏為、補助率等）

原⼦⼒発電施設等⽴地地域基盤整備⽀援事業

令和５年度予算額

資源エネルギー庁電⼒・ガス事業部
原⼦⼒⽴地政策室
／原⼦⼒広報室

億円 ）101 億円 ( 83

　原⼦⼒発電施設の⽴地地域等の実情・ニーズを踏まえて、地域資源の創出と、
その活⽤やブランド⼒の強化を図る産品・サービスの開発、販路拡⼤、ＰＲ活動
等の地域の取組⽀援を⾏い、⽴地地域への集客向上、雇⽤の確保、新たな産業
の創出等を⽬指します。また、再稼働や廃炉など、原⼦⼒発電施設等を取り巻く
環境変化が⽴地地域に与える影響を緩和するため、災害からの住⺠の安全確保
に資する措置を通じて⽴地地域の住⺠の福祉の向上を図るため、以下の事業に
充てることができる交付⾦を交付します。
（１）原⼦⼒発電施設等経済⽀援
　　⾃治体の総合戦略等に基づく実施体制づくり、計画策定から、ブランディング、
事業化まで、地域の主体性を維持しながら、専⾨家によるサポートを実施します。
（２）原⼦⼒発電施設等⽴地地域基盤整備⽀援事業交付⾦
　　公共⽤施設に係る設備、維持補修及び維持運営事業、企業導⼊・産業活
性化に資する事業、福祉対策に資する事業、地域活性化に資する事業等に対
し、交付⾦を交付します。

原⼦⼒発電施設の⽴地地域等の経済・雇⽤の基盤の強靱化につながる新たな
産業の創出等、中⻑期的な視点に⽴った地域振興を国と⽴地⾃治体が⼀体と
なって取り組み、再稼働や廃炉など原⼦⼒発電施設等を取り巻く環境変化が⽴
地地域に与える影響を緩和すること、及び災害からの住⺠の安全確保に資する措
置を通じて⽴地地域の住⺠の福祉の向上を図ることを⽬的とします。

成果⽬標

（１）原⼦⼒発電施設等経済⽀援
原発等を取り巻く環境変化が⽴地地域に与える影響の緩和について、8割の⾃治体の
達成を⽬指します。

（２）原⼦⼒発電施設等⽴地地域基盤整備⽀援事業交付⾦
すべての交付先の⾃治体において原発等を取り巻く環境変化が⽴地地域に与える影響
の緩和を図ります。

交付⾦

（※）原発等の状況への⼤きな変化や、これまでの運転状況の
事情などを踏まえた対応が必要な場合に限る。

国
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国
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広域周遊観光促進のための観光地域支援事業等 観光庁（観光地域振興課）：763百万円

地方部への誘客を図りつつ、 旅行者の各地域への周遊を促進するため、 観光地域づくり法人(DMO)が中心となり、 地域が一体となって
行う、 調査・戦略策定、 滞在コンテンツの充実、 受入環境整備、 旅行商品流通環境整備、 情報発信といった取組に対して総合的な支援を行
ぅ。

1 支援制度 I 
・補助対象事業：

地方部への誘客を図りつつ、 旅行者の各地域への周遊促進を目的とした
以下の取組 ※先駆的DMOによる取組については支援を強化

①調査・戦略策定
②滞在コンテンツの充実
③受入環境整備
④旅行商品流通環境整備
⑤情報発信・プロモ ー ション

連絡調整会議
地方ブロック毎に開催される連絡調整会議において調整又は情報共有を✓---

観光庁 JNTO 

地域連携DMO -
広域連携DMO -: 地域DMO

とりまとめ とりまとめ

--

地方運輸局

＇（ 具体的な支援イメー ジ )--------------------------------------------
①調査・戦略策定 ＿②滞
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・
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地方部への誘客につながる地域独自 HP等で混雑状況の情報を提供する
の観光資源を活用した滞在コンテン システムや 、 観光地の案内アプリの 旅行商品の国内外OTAへの掲載、 WEB· SNSを活用したエリア内のコ

＇ 

＇ 

＇
データに基づき 、 旅行者に対し訴求
カのある取組を実施するための調
査・戦略策定を支援。

旅行会社との商談会などを支援 。 ンテンツの魅力等に関する効果的なツの造成を支援 。 整備等を支援。 情報発信を支援。
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マーケティング調査 集落の散策 混雑状況の情報提供 商談会への参加 WEBを活用したエリア内の魅力発信 ’ 

------------------------------------------------------' 

・補助対象者：
・登録DMOが定めた事業計画に位置づけられた事業の実施主体

（登録DMO、 地方公共団体）
・先駆的DMO※ ※観光庁において選定

・補助率： ① :定額（上限1,000万円）
ただし、 先駆的DMOによる取組においては上限2,000万円
②～⑤：事業費の1/2等




